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畜産物の安全性意識調査

○渡辺誠 江塚善三 宮脇晃

伊那家畜保健衛生所

はじめに

伊那市ますみヶ丘で産業廃棄物処理

場の建設計画が持ち上がり、折からの

ダイオキシン騒動もあり付近の酪農家

より原乳への影響を懸念する声が当家

保へ寄せられた。産業廃棄物処理場や

ゴミ焼却場施設は管内に散在しており

ますみヶ丘だけの局所地域の問題では

ないと認識された。今回こうした残留

有害物質（以下有害物質と略）に係わ

る畜産農家と一般消費者の意識を調査

するとともに、安全性を考えるうえで

もうひとつの重要な要素である食品由

来感染症（食中毒）に係わる意識を併

せて調査したのでその概要を報告する。

調査の目的、対象、時期、方法

図１に目的、対象、時期、方法を示

した。畜産農家（以下農家と略）につ

いては平成１１年度のモニター農家を

中心に選出した。一般消費者（以下消

費者と略）については駒ヶ根市のある

スーパーマッケットで出口調査を実施

したものである。なお結果における統

計検定の有意差基準は０．０５である。

比率の検定については、標本数が少な

いため実施できなかった。

結 果

畜産物の総合的な安全性について

畜産物の安全性と一口に言っても様

々な要素が考えられる。残留農薬、環

境ホルモン、遺伝子組替、食中毒菌に

ついては畜産農家、消費者ともに高い

関心を示した。食品添加物のみ農家と

消費者の関心度に有意差が認められた。

（図２）

消費者は畜産物を購入する際国産か

どうかと賞味期限を重視していた。

（図３）

食中毒関連のテーマについて

農家と消費者に食中毒の安全性への

関心を尋ねた結果、農家、消費者とも

に「多少ある」、「非常にある」を加

えると大多数が関心を示した。（図

４）農家と消費者の間に有意差はなか

った。

どこで食中毒汚染がおきるのかにつ

いては、農家、消費者ともに加工過程

を指摘する人が多かった。農家では消

費者と比較して生産過程を選択する割

合が有意に高かった。

農家にＯ１５７事件（以下事件と

略）後の生産過程での食中毒対策を尋

ねたところ、大部分の農家は何らかの

対策を取ったとの回答であった。（図
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６）

消費者に食中毒に対する安全性を高

める必要のある食品を尋ねたところ、

牛肉、鶏肉、鮮魚等生食でリスクの高

い食品を選択する人が多かった反面、

生食の習慣のない豚肉の選択率が高か

ったり、リスクの高い鶏卵の選択率が

比較的低く消費者には食品の安全性に

ついて独自の価値感があると推察され

た。（図７）

農家、消費者の家保のＯ１５７、サ

ルモネラ等の検査（以下検査と略）に

対する評価については、農家で高い評

価がある一方で消費者にはわからない

という評価が多く両者の評価には有意

差があった。

（図８）

集計データの公表については農家で

は意見が割れたが事件時一部に認めら

れた拒絶反応は、認められなかった。

消費者は多数がデータ公開を望んでい

た。（図９，１０）

ＨＡＣＣＰについては、農家では半

数以上が認知していた反面、消費者は

ほとんど認知しておらず、両者には有

意差があった。（図１１）

消費者の検査の認識度と長野県産畜

産物の安全性に係わるイメージとの相

関を分析したところ、検査の存在を知

っている消費者は、県産畜産物を安全

とみなす傾向があり、知らないと回答

した消費者との間に有意差があった。

（図１２）

残留有害物質関連テーマについて

農家と消費者にダイオキシンをはじ

めとする有害物質の安全性への関心度

を尋ねたところ、「非常にある」、

「多少はある」という回答を含めると、

農家、消費者ともに大部分が関心を持

っていたが、消費者の方が有意により

強い関心をもっていた。（図１３）

有害物質の生産者サイドの対応の満

足度を消費者に尋ねた結果、消費者の

満足度は低くわからないという回答が

最も多かった。（図１４）

一方、生産物は有害物質に対して安

全かどうかを農家に尋ねたところ、大

部分の農家は安全性に自信を持ってい

た。（図１５）

有害物質の生産段階での検査の必要

度については、農家、消費者ともに多

数が検査の必要を認めていた。統計的

には農家と消費者に有意差があり、消

費者の方に希望が強かった。（図１

６）

検査実施時の集計データの公開につ

いては、農家の中で意見が割れた。約

半数は反対であった。理由は風評被害

の懸念であった。消費者は多数がデー

タ公開を望んでいた。（図１８）

消費者に県産畜産物は有害物質に対

して安全かどうか問うてみたところ

意見は割れた。どちらとも言えないと

いう回答が一番多かった。（図１９）

さらに有害物質に対して安全性を高

める必要のある食品を尋ねた結果を図

２０に示した。一般的にダイオキシン、

残留農薬については、土壌、魚介類に

蓄積すると言われているが情報の不足

のため消費者には生鮮野菜を除き特定

の危険因子のイメージはないと思われ

た。今後マスコミの報道等により県産

畜産物も風評被害を受ける潜在的危険

があると推察された。
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ま と め

以上の結果からＯ１５７等の検査結

果については、なんらかの形で、消費

者に集計データをフィードバックする

時期にきていると判断された。但し消

費者の間にＨＡＣＣＰの理解がないこ

とから、一般消費者に直接結果を公開

することは新たな風評被害を起こすこ

とが懸念された。このためハイリスク

グループを管理する人の集まりである

保健所地域保健検討協議会との連携を

強化し、情報提供を行うことを検討し

ている。

残留有害物質については風評被害に

さらされた場合、反論するデータがな

く潜在的なリスクをかかえている現状

を踏まえ、地方事務所の協力を得て、

長期ビジョンの中で検査窓口の開設を

要望したところである。

なお、このアンケート結果について

は広報等で農家へ周知し、安全性の意

識の向上に努めたいと考えている。


